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アルファベット・数字

用語 解　説

AI
　人工知能（Artificial Intelligence）。人間が持っている認識や推論などの能力をコンピュータでも可能にするため
の技術の総称。

CAE

　「Computer aided engineering」の略。コンピュータを活用して製品の設計、製造や工程設計の事前検討を行う
ツール。部品等のぜい弱部を予測する構造解析、空気抵抗や水の対流を可視化し予測する流体解析などがで
き、解析結果は設計へフィードバックすることで、試作の回数を減らすなどの開発プロセスを効率化することがで
きる。

CCRC
　「Continuing Care Retirement Community」の略。シニア世代の方々が健康な間に移り住み、医療や介護が必要
になっても、心豊かにアクティブに自立した暮らしができる共同体で、アメリカには2,000以上あると言われている。
日本での名称は「生涯活躍のまち」。

CLT
　直交集成板（CLT)は、ひき板を幅方向に並べたものを繊維方向が直交するように積層接着した製品。日本農林
規格（JAS規格）平成25年12月20日制定、平成26年１月19日施行。CLTは、「Cross　Laminated　Timber」の略。

DMO（観光地域づくり法人）

　Destination Management/Marketing Organizationの略。地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇りと愛着
を醸成する「観光地経営」の視点に立った観光地域づくりの舵取り役として、多様な関係者と共同しながら、明確
なコンセプトに基づいた観光地域づくりを実現するための戦略を策定するとともに、戦略を着実に実施するための
調整機能を備えた法人として、観光庁に登録された法人。

ESG投資
　環境（Environment）、社会（Social）、企業統治（Governance）に配慮している企業を重視･選別して行う投資。従
来型の財務情報を重視するだけでなく、ESGを重視することが結局は企業の持続的成長や中長期的収益につな
がり、財務指標からは見えにくいリスクを排除できるとの発想に基づく。

FIT
　Foreign Independent（Individual） Tour（Traveler）の略。団体旅行に参加せず、航空券などや宿泊施設の手配な
どを自己手配する海外個人旅行、もしくは外国人の個人旅行者。

FSSC
Food Safety System Certificationの略称。安全な食品の提供を目的にオランダのFSSC22000財団が開発し、ベ
ルギーの非営利組織・国際食品安全イニシアチブ（GFSI：Global Food Safety Initiative）が承認する民間の食品
安全マネジメント・認証システム。

GAP
　農業において､食品安全､環境保全､労働安全等の持続可能性を確保するための生産工程管理の取組
（GAP:Good Agricultural Practice）｡第三者認証GAPにはGLOBAL.G.A.P、ASIAGAP、JGAPがある。このうち、
GLOBAL.G.A.Pはヨーロッパを中心に発展してきたもので世界標準となっている。

HACCP
  「Hazard Analysis and Critical Control Point」の略。日本語では「危険分析重要管理点」と訳されており、「ハサッ
プ」と呼ばれている。製造における重要な工程を連続的に監視・記録することによって、一つひとつの製品の安全
性を保証しようとする食品の衛生管理手法のこと。

ICT 　「Information and Communication Technology」の略称。コンピュータを使った情報処理や通信技術の総称。

IoP

　「Internet of Plants」の略。作物の時々刻々と変化する様々な生体情報をインターネット上のクラウドに収集し、
環境データ等と合わせた分析等を通じて、最適※な環境制御を行い、収量・品質の向上、作業の省力化等を図る
仕組み。
※

光合成、糖の分配、蒸散、病害虫抑制等を総合的に判断

IoT
　「Internet of Things」の略。様々なモノをインターネットに接続し、通信機能を持たせ、遠隔操作や自動制御を行
うとともに、情報の収集、分析等を通じて、最適な手段を選択し、生活を豊かにしたり、仕事を効率化したりする仕
組み。

ISO
スイスのジュネーブに本部を置く非政府機関 International Organization for Standardization（国際標準化機構）の
略称。ISO規格は、国際的な取引をスムーズにするために製品やサービスに関して世界中で同じ品質、レベルの
ものを提供できるようにする国際的な基準。

IT・コンテンツビジネス 　漫画や写真、映像、音楽、ゲーム、ソフトウェアなど創造的活動によって生み出されたものを活用したビジネス。

JAMSTEC
 　「Japan Agency for Marine-Earth Science and Technology」 海洋研究開発機構の略称。海洋研究開発及び関
連する地球物理学研究開発のために設置された研究所。

JA無料職業紹介所
　雇用労働力を必要とする農家からの求人情報、農業に興味があり農作業をしてみたい方からの求職情報を把
握し、求人者と求職者との間をとりもって、雇用関係が円滑に成立するように第三者として世話（あっせん）をす
る、職業安定法に基づく「職業紹介事業」を無料で行う。

JETRO
  「Japan External Trade Organization」日本貿易振興機構の略称。国際見本市の開催、輸出促進への協力など
を行う。 

JICA
　「Japan International Cooperation Agency」国際協力機構の略称。日本の政府開発援助（ODA）を一元的に行う
実施機関として、開発途上国への国際協力を行う。

M&A
　企業の合併、買収の総称。
　以前は投資目的のM&Aがよくマスコミに取り上げられていたが、近年は事業の多角化を目的とした新規市場へ
の参入や事業の再編、後継者問題による事業譲渡などの場面でM&Aの手法が多く用いられている。 

Ⅰ 用語の解説
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MOU 　覚書の略称（Memorandum ｏｆ Understanding）。行政機関等の組織間の合意事項を記した文書。

MICE
　企業等の会議（Meeting）、企業等の行う報奨・研修旅行（インセンティブ旅行）（Incentive Travel）、国際機関・団
体、学会等が行う国際会議（Convention）、展示会・見本市、イベント（Exhibition/Event）の頭文字のことであり、多
くの集客交流が見込まれるビジネスイベントなどの総称。

Next次世代型こうち新施設園芸
システム

　次の世代を見据え、さらなる収量増加、高品質化、省力化などを実現していくため、次世代型こうち新施設園芸
システムに環境制御技術にIoTやAI技術を融合するとともに、栽培のみならず出荷、流通までをも見通したシステ
ム。

ODA（政府開発援助）
 　発展途上国の経済発展や福祉の向上のために、先進工業国の政府及び政府機関が発展途上国に対して行う
援助や出資のこと。インフラ整備の他、海賊対策、感染症対策、人材育成・法制度整備等がある。

OTA 　インターネット上だけで取引を行う旅行会社のこと。Online Travel Agentの頭文字の略。

PDCA（サイクル）
　計画（Ｐlan）を実行（Ｄo）し、評価（Ｃheck）して改善（Ａction）に結びつけ、その結果を次の計画に活かすプロセス
のこと。

SCM
　「Supply Chain Management」 の略称。　複数の企業が連携し統合的な物流システムを構築するマネジメント手
法。

SDGs
　「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称であり、2015年9月の国連サミットの中で世界
のリーダーによって採択された、2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際社会の共通目標。「17の目
標」と「169のターゲット（具体目標）」で構成されている。

Society5.0
　フィジカル（現実）空間から、センサーとIoTを通じ、サイバー（仮想）空間に集積したあらゆる情報を、人工知能
（AI）が解析し、高付加価値を現実空間にフィードバックするシステム等により、社会的課題の解決と経済的発展を
両立する社会。

TOSAZAIセンター
　高知県産の木材・木製品の外商体制を強化し、新たな木材需要の拡大と一般製材品からより付加価値の高い
木製品の販売・出荷量を増加させるために、平成30年4月に一般社団法人高知県木材協会内に設置された組
織。

VISIT KOCHI JAPAN
　（公財）高知県観光コンベンション協会が、高知県内の観光情報を5言語（英語、中国語（簡体字）、中国語（繁体
字）、韓国語、タイ語）圏別の趣味・嗜好に沿って構成した高知県の外国人向け観光情報サイト。平成27年9月開
設。

VJ事業（ビジット・ジャパン事業）
　ビジット・ジャパン・キャンペーン事業の略称。2016年までに1,800万人、2020年までに2,500万人との中間的な目
標の達成を目指して、日本の観光情報を海外に発信するとともに日本の魅力的な旅行商品の造成等を官民一体
で推進するため国が提唱している事業。

VR
　「Virtual Reality」の略称で、「仮想現実」と「人工現実感」と訳される。水産業分野における担い手確保の取り組
みでは、VR動画を作成することで、海上に行くことなく漁業体験を提供。

4定条件

　旅行代理店による商品化や自社での継続的なサービスの提供に向け、観光事業者が意識して取り組むべき
「定時」「定量」「定品質」「定価格」の4つの品質基準のこと。
　・定時：決められた日時にサービスが提供できること
　・定量：常に一定の数量の受入態勢が整っていること
　・定品質：マニュアル等により、常に一定の品質のサービスが提供できること
　・定価格：予め定まった価格を顧客に提示できること

5S 　整理・整頓・清掃・清潔・しつけの5つの頭文字を取ったもので、職場環境の改善活動のこと。

あ行

用語 解　説

アイデアソン
　アイデアとマラソンを組み合わせた言葉。特定のテーマに興味・関心がある人が集まり、テーマに沿ったアイデ
アを出し合い、課題解決につながるようプランをまとめていくワークショップ形式のイベント。

空き家専門相談員 　市町村で空き家の掘り起こしや情報発信等を行うスタッフ。

アドネットワーク広告
　WebサイトやSNS、アプリメディアなど広告配信が可能な媒体を集めて、ネットワークとしてまとめて配信する広
告。

あゆ王国高知振興ビジョン
　本県が有する河川環境やあゆ資源の豊かさを確保しつつ、あゆを観光・地域振興等に活用して流域の持続的
発展を図る構想で、地域住民、事業者、行政が協働して展開すべき振興策について整理したもの。

アンテナショップ
　企業や自治体などが自社（当該地方）の製品の紹介や消費者の反応を見ることを目的として開設する店舗のこ
と。
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移住コンシェルジュ
　高知県への移住を検討されている方のニーズに応じて、地域や仕事、住まいなど、移住に向けた様々な情報を
提供する（一社）高知県ＵＩターンサポートセンターの移住総合案内スタッフ。

移住専門相談員
　市町村の移住相談窓口として、移住を検討されている方のニーズに応じて、マッチする地域や支援制度、住ま
い、仕事などの情報を提供するスタッフ。

移住ポータルサイト「高知家で暮
らす。」

　高知県への移住を検討されている方向けに、仕事や住まいの情報、先輩移住者のインタビューなど、高知県へ
の移住にまつわる様々な情報を発信しているポータルサイト。

一般社団法人高知県UＩターンサ
ポートセンター

　移住相談と人材確保を総合的に行うため、平成29年7月に設立した法人の名称。県と全市町村、関係団体の参
画の下（設立時社員43団体）、官民一体となった“オール高知”体制で本県産業の担い手となる人材確保に取り組
んでいる。
※令和５年４月１日付で団体名称変更（旧名称：一般社団法人高知県移住促進・人材確保センター）

磯焼け
　海藻類が繁茂している水域を「藻場（もば）」と呼び、藻場が大規模に消失し焼け野原のようになった状態を「磯
焼け」という。磯焼けの原因は、海水温の上昇などの環境変化や藻食性魚類、ウニ類による食害などが考えられ
ている。

一貫作業システム
　伐採・搬出作業と並行又は連続して、伐採・搬出時に用いる林業機械や集材用架線を地拵え又は苗木等の資
材運搬に活用するとともに、伐採跡地において植生が繁茂しないうちに植栽を終わらせる一連の伐採・造林の実
施システム。

稲発酵粗飼料
　稲の子実が完熟する前に刈り取り、ロール状にしたものを、長期保存を可能とするためにサイレージ（発酵）化し
た牛の飼料のこと。

インキュベーションマネージャー 　起業に関するサポートをする者。

インバウンド
　一般的には、外から中に入ってくる意味を持ち（inbound）、観光分野では日本を訪れる外国人旅行者を指す（反
対語：アウトバウンド（outbound）…海外旅行をする日本人）。

営漁指導員
　新規就業者をはじめとする漁業者の経営安定に向けた指導を行う漁協職員で、平成31年度から県内5ヵ所（計5
名）に配置。

オープンイノベーション
　複数の企業等がお互いが持つ技術・アイデア等を組合せ、新しいビジネスモデルや製品・サービスの開発等に
つなげる手法。

オープンイノベーションプラット
フォーム

　高知県が構築した、オープンイノベーションの手法を用いて製品開発を促進する仕組み。

か行

用語 解　説

海外事務所 　この計画では、高知県シンガポール事務所のこと。

外国人技能実習生
　母国では習得困難な技能を日本の企業等で習得し、帰国後に習得した技能を、母国の経済発展に活かしてもら
うことを目的とした「技能実習法」（H29年11月施行）により在留している外国人。

カイゼン
　主に製造業の生産現場で行われている作業の見直し活動のこと。ムダの削減による作業効率の向上や安全性
の確保などに関して、現場の作業者が中心となって知恵を出し合い、問題解決を図っていく点に特徴があり、農業
現場においてもその効果が期待される取り組み。

皆伐 　一定範囲の樹木を一時的に全部又は大部分伐採すること。

鍛冶屋創生塾
 高知県土佐刃物連合協同組合が事業主体となり、香美市に設置した研修施設。2年間の研修期間で土佐打刃物
の基礎から自由鍛造と呼ばれる高度な技術まで幅広く学ぶことができる。

科目等履修制度
　科目等履修制度とは、大学、大学院の正規の授業の一部を社会人等の学生以外の者が履修（受講）できる制
度で、学校が指定する「科目履修可能科目」などのなかから、関心のある科目のみを選んで履修することができる
制度。

観光博覧会　「牧野博士の新休
日～らんまんの舞台・高知～」

 令和５年４月から放送される連続テレビ小説『らんまん』を県観光の振興に最大限に生かすとともに、ひたすら草
花を愛し続けた牧野博士の精神や功績を後世に引き継いでいく取り組みを推進するための博覧会。

環境制御技術
　外気温度、ハウス内の温度、湿度、二酸化炭素濃度、日射量等を測定し、これを加温・換気や加湿、二酸化炭
素施用等により作物の栽培に適した環境に制御する技術。

間伐
　育成段階にある森林において、樹木の込み具合に応じて樹木の一部を伐採（間引き）すること。残存木の利用
価値の向上と森林の有する諸機能の維持増進を図るために行う。

266



起業マネジメントコース
　起業マネジメントコースとは、高知工科大学大学院のコースの一つ。多くの経営実践の事例に基づき、事業経営
に必要な知識、方法、戦略などを教育研究するコースで、主に社会人を対象としている。

企業立地推進会議
　全庁が一丸となって、企業誘致や既立地企業による拡大再生産を推進する庁内組織。メンバーは庁内関係部
局の副部長により構成。

技術の外商 　県内企業の持つ独自の高度な技術・注目されるノウハウ等を県外・海外へ情報発信し売り込むこと。

ギフトショー(東京） 　年2回東京で開催される日本最大のパーソナルギフトと生活雑貨の国際見本市。

牛群検定
　毎月、検定員が酪農家の搾乳に立ち会い、乳量、乳成分、繁殖、濃厚飼料などの情報を得て、経営改善に役立
てる事業。一言でいえば、牛群の健康診断。

急潮
　沿岸域で突然潮の流れが速くなり、沿岸に設置された定置網や養殖網に被害を与える現象。黒潮や親潮の流
向変化による影響、低気圧通過による吹送流の発達、潮汐流の影響などが原因として考えられている。 

企業版産地提案書
　地域の振興品目や周辺環境、提供できる土地の情報などを記載し、農業参入を希望する企業へ提供する提案
書。

国別輸出戦略
　県産園芸品の輸出を促進するため、国ごとに輸出の状況や課題、今後の取り組みの方向性等を整理したもの。
輸出拡大プロジェクトチームが策定する。

黒潮牧場 　かつおやまぐろ類を対象に土佐湾に設置（現在15基）されている表層型浮魚礁。

クラウド 　インターネットなどのネットワーク経由でユーザーにサービスを提供する形態（クラウド・コンピューティング）。

経営計画 　企業が将来の経営活動について意思決定を行い、その行動予定を具体的に取りまとめたもの。

経産牛 　子牛を産んだことのある雌牛。乳牛では経産牛にならないと生乳生産ができない。

高温耐性品種
　「高温に強い品種」のことで、地球温暖化に対応できる品種としてイネや果樹などで育種が進んでいる。イネの
場合、平均気温26℃以上で実っても、一部が白く濁って見える粒の発生が少なく、品質低下しにくい品種を「高温
耐性品種」と呼ぶことが多い。

コーシャ
ユダヤ教の食事規定。食べて良いものといけないものが厳格に区別されている。動植物をはじめ、添加物、設
備、道具、製造過程、パッケージ、食べ合わせ等に関する規定がある。

高性能林業機械
　従来のチェーンソーや集材機等に比べて、作業の効率や労働強度の軽減等の面で優れた性能をもつ林業機
械。主な高性能林業機械は、フェラーバンチャ、スキッダ、プロセッサ、ハーベスタ、フォワーダ、タワーヤーダ、ス
イングヤーダ。

高知海洋深層水企業クラブ
　室戸海洋深層水商品を製造・販売している企業で構成される団体。室戸海洋深層水の特性を活かした商品開
発研究や室戸海洋深層水ブランドの確立に取り組んでいる。

高知カツオ県民会議
　高知県の県魚であり、地域を代表する食素材であるカツオを、地域の誇りとして将来にわたって維持していける
よう、高知に、そして日本にカツオを取り戻す目的で、平成29年2月に発足。

高知求人ネット
　（一社）高知県ＵＩターンサポートセンターが運営する求職者・求人企業双方の情報検索を円滑に行えるポータル
サイト。

高知家で暮らし隊 　高知県への移住を検討されている方をサポートするための会員制度。

高知家の魚応援店制度
　東京や大阪などの都市圏で高知県の水産物に関心を寄せる飲食店に「高知家の魚　応援の店」として登録をし
てもらい、県内の水産関係事業者とのマッチングを図り、県内水産物の外商を強化する制度。平成26年度から開
始した。

高知県環境不動産
　木材を使用した非住宅建築物（商業施設、オフィスビル、病院等）及び４階建て以上の住宅であって、一定規模
以上の木材を使用し、環境品質・性能の向上や環境負荷の低減のための措置が適切に講じられた建築物

こうちスタートアップパーク（KSP）
　高知での起業を支援するプラットフォーム。起業準備段階に応じた起業相談・各種セミナープログラムで、ビジネ
スプランの磨き上げから起業準備まで一貫したサポートを実施。
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こうちフォレストスクール
　林業の基礎知識や高知県の林業の特徴、先輩林業就業者の体験談や就業支援制度の紹介、個別相談などを
行うセミナー。

高知家（こうちけ）

　「高知県は、ひとつの大家族やき。」というコンセプトのもと、美味しい食材や豊かな自然など高知の魅力は様々
あるが、県外の方であっても一度会えば家族のように親しくなる高知県人の気質（気さくさ、人懐っこさ、受け入れ
力の強さ、面倒見の良さ、豪快さ、寛容さ、人と人とのつながりの深さなど）を一番の魅力とし、その魅力を通じて
高知の様々な情報発信を行うもの。

高知家ゆる県民倶楽部
　高知県ファンや出身者等を対象としたWeb会員組織。関係人口の創出・拡大及び移住意識の醸成を目的として
県が設立。

高知県海外展開・ODA案件化サ
ポートチーム

　海外展開を目指す県内企業に対して、相手国の情報収集や実現に向けた課題整理、政府機関への橋渡し等の
支援をするために、県がJICAやJETROなど関係機関と連携して立ち上げた組織。

高知県漁協（県漁協）
　高知県漁業協同組合。県内25の海面漁協が合併して平成20年4月1日に発足した。組合員数5,716人（県内シェ
ア56％、H30)。

高知県漁業就業支援センター
　漁業就業に関係する相談窓口を一元化するため、平成30年10月15日に任意団体として発足。平成31年3月に
一般社団法人化し、4月から漁業就業希望者への総合的な支援を開始。

高知県漁業調整規則
　漁業法、水産資源保護法に基づき、本県の海面及び内水面における水産資源の保護、漁業秩序の確立を目的
に知事が定めたもので、水産動植物の採捕等に関する制限、禁止、罰則等が規定されている。規則を定めると
き、また、変更するときは農林水産大臣の認可が必要。

高知県食品総合衛生管理認証
制度(高知県版HACCP)

　HACCPの考え方に基づく自主衛生管理プログラムを導入する高知県内の食品取扱施設を認証する制度で、3
段階の認証ステージで構成されている。

高知県働き方改革推進会議
　中小企業における働き方改革の推進を図るため、平成28年1月に設立された協議会。国、県、労使団体、金融
機関により構成する。

高知県働き方改革推進支援セン
ター

　厚生労働省が、働き方改革の実現に向けて、特に中小企業・小規模事業者が抱える様々な課題に対応するた
め、平成30年4月に開設したワンストップ相談窓口のこと。

高知マリンイノベーション
　漁場の予測や産地市場のスマート化に取り組むなど、本県水産業の生産、流通、販売の各段階においてデジタ
ル化を図ることで効率的な生産流通生産体制への転換を推進する取り組み。

高知マリンイノベーション運営協
議会

　高知マリンイノベーションの取組を加速するため、大学や国の研究機関などの専門家に参画いただき、本県水
産業の課題解決のためのプロジェクトについて評価・承認する協議会。協議会は、データのオープン化、漁船漁
業のスマート化、養殖業のスマート化、高付加価値化の4つのPTを設置。

公的調達制度
　県内中小企業者等が生産する新規性や独創性のある新商品の市場への普及拡大を図るため、基準を満たす
商品を生産する中小企業者等を認定し、県又は市町村が必要に応じて発注を行い、受注実績を作る制度。

高等技術学校
　職業能力開発促進法に基づき設置された県立の公共職業能力開発施設で、高知校・中村校の2校がある。就職
に必要な技術･知識を習得するための訓練を実施している。

小型底定置網 　初期投資が少額なことに加え、少人数での操業が可能なことから、土佐湾の新たな漁法として有望な定置網。

ココプラ
　平成27年4月に開所した高知県産学官民連携センターの愛称。キャッチフレーズの「ココはイノベーションを生み
出すプラットフォーム」から。

コンソーシアム
　それぞれの経営資源を持ち寄り、単なる受発注の関係に限らず、連携して事業を実施する複数の個別事業者
の集合体。

コンテナ苗
　マルチキャビティコンテナ等の、根巻き防止等の工夫が施された容器で育苗した苗木。培地付きの苗木であるこ
とから、良好な活着や植栽の効率を高めることが期待される。

コンテンツビジネス 　漫画や写真、映像、音楽、コンピュータゲームなど創造的活動によって生み出されたものを活用したビジネス。

さ行

用語 解　説

サイクルオアシス
　ぐるっと高知サイクリングロード（高知県推奨サイクリングコース）の中・上級者向けコースに設置している、サイ
クリストが気軽に立ち寄ることができる休憩所。のぼり旗、空気入れ、バイクスタンドを設置し、水・トイレを無償提
供している。

酒米
　日本酒を醸造する原料となる米。主に麹米（こうじまい）として使われる酒造好適米、掛け米（かけまい）として使
用される酒造適性米に分けられる。
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作業道 　林道などから分岐し、立木の伐採、搬出、造林などの林内作業を行うために作設される簡易な構造の道路。

サステナブルツーリズム

　UNWTO（国連世界観光機関）においては、「訪問客、産業、環境、受け入れ地域の需要に適合しつつ、現在と未
来の環境、社会文化、経済への影響に十分配慮した観光」と定義している。
　この定義に基づき、高知県は「地域の文化や環境を守りつつ、ありのままに日常を体験し味わうことで訪問客と
地域社会がともに恩恵を受ける観光」を高知県の目指すサステナブルツーリズムとしている。

サテライトオフィス 　企業又は団体の本拠から離れた所に設置されたオフィス。

産地市場
　主として漁業者又は水産業協同組合から出荷される水産物の卸売のため、その水産物の陸揚地において開設
される市場。

産地提案型担い手確保対策
　産地や地域が求める人材や受入体制等を明記した「産地提案書」を策定し、県内外から広く就農希望者を募集
する取り組み。

仕事専門相談員 　市町村で地域の仕事の掘り起こし、マッチング、情報発信を行うスタッフ。

シーズ
　企業や大学等が有している新しい技術・材料・サービスなどで、新たな産業を生み出す可能性を秘めたビジネス
の種（Seeds）。

シェアオフィス 　複数の企業や個人が空間を共有して利用するオフィスのこと。

自家保留
　畜産農家が自身の農場で生産した家畜を家畜市場等で販売することなく、繁殖などの目的のために自身の農
場に残すこと。

事業化プラン 　製品開発の企画から製造・販路開拓までの計画書（製品企画書）。

事業承継
　会社の経営を後継者に引き継ぐこと。大きく分けて、親族が承継する場合、従業員が承継する場合、M&Aで承
継する場合の3つの方法がある。事業承継は、時間がかかるため、早期に着手することが重要。

事業承継計画 　中長期の経営計画に、事業承継の時期、具体的な対策を盛り込んだもの。

事業戦略 　企業（又は個人）の経営ビジョンを実現するための工程表のこと。

事業戦略支援会議
　事業戦略の策定・磨き上げをサポートするために（公財）高知県産業振興センターに設置する会議。個別企業の
方向性、支援チームの編成や具体的なアドバイス内容を決定するとともに戦略の進捗管理を実施する。

事業戦略支援チーム
　事業戦略策定により明らかとなる企業ごとの課題解決のために、（公財）高知県産業振興センターに設置するサ
ポートチーム。企業と成長イメージを共有し、充実した施策を活用しながら重点的なサポートを行う。

次世代型こうち新施設園芸シス
テム

　炭酸ガス濃度や温度、湿度、養水分などのハウス内の環境を制御する「環境制御技術」や、ハウスの天井を従
来よりも2倍程度高くし、環境制御技術を標準装備した「次世代型ハウス」といったオランダの先進技術を、高知県
の気候や環境に応じて改良したもの。

次世代型ハウス 　軒高2.5ｍ、耐風速35ｍ以上で環境制御装置を標準装備したハウス。

次世代施設園芸団地
　オランダを参考にした、地域資源によるエネルギー供給から生産、調製・出荷までを一気通貫して行う園芸団
地。高知県では、28年度から四万十町で4.3haのモデル団地が稼働している。

次世代こうち新畜産システム
　畜産施設における臭気、騒音、排水対策のための新技術や、IoTを活用した家畜管理における生産性の向上の
ための技術を、地域の実情に応じた形で普及推進する取り組み。

自動計量システム
　魚介類の計量結果を無線で自動的に記帳するシステム。将来的には電子入札や市場関係者への迅速な情報
提供に活用することも検討されている。

事務系企業
　電話等を利用してオペレーターが集約的に顧客へのサービス提供を行うコンタクトセンターや経理、総務、人事
等の管理業務及び書類の収発、データ入力等の間接的業務を集約的に行うバックオフィスの事業所。

就農コンシェルジュ
　就農相談への対応や地域の要望とのマッチングを図るなど、就農に結びつけるための総合窓口として平成27年
4月に（一社）高知県農業会議に配置されているスタッフ。
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集落営農・集落営農組織

　「集落営農」とは、集落の農地と集落を守っていくために、集落で営農について話し合い、集落での合意のもと、
共同で作業を行ったり、機械や施設を共同利用したりしながら、集落ぐるみで営農活動を行うもの。
　組織に関する定款または規約があり、総会、収支の計画、事業計画等に基づき農業生産活動の一部又は全部
を共同で行う組織を「集落営農組織」という。

受精卵移植
　受精卵を提供する動物から着床する前の受精卵を取り出し、別の同じ動物種の子宮に移して、妊娠・分娩させ
る技術。

消費地市場 　水産物の卸売りのために消費地において開設される市場。

小規模林業
　自伐林家などの「自営業者」「一人親方」「NPO法人」「ボランティア団体」「地域おこし協力隊」「林業研究グルー
プ」などが行う小規模な林業経営や林業活動のこと。

ジョブカフェ
　若年者(概ね40代まで)の就職を支援するための機関で、高知市に開設。また、サテライト（幡多）を四万十市にも
開設。併設のハローワークと連携することにより、就職相談から職業紹介まで、ワンストップでサービスを提供して
いる。

人工種苗
　養殖魚や天然魚から採卵し、ふ化させた養殖用や放流用の稚魚のこと。 県では、海外でニーズの高い人工種
苗から育成した大型ブリの輸出に向けた取り組みを支援。

新事業分野開拓者認定制度
　県内中小企業者等が生産する新規性や独創性のある新商品を、県や市町村が必要に応じて発注するため、基
準を満たす商品を生産する中小企業者等を県が認定する制度。

森林施業プランナー
　森林を所有する方に、森林の管理などに必要な施業の方法、間伐等に必要な経費、木材販売見込額などを明
らかにした提案書「森林施業プラン」を提示するなど、きめ細かなプランを作成できる人。

水田センサー
　水田に設置し、水位、水温、気温等の環境データを自動で計測するセンサー。水田センサーで計測された水位
データは携帯電話通信網を通じて農業者等にリアルタイムで転送され、水管理の省力化に活用できる。また、蓄
積される環境データを活用した収量や品質の向上も期待される。

スケールアップ 　既存の事業規模（売上等）が拡大すること

スタートアップ 　先進的な事業に取り組み、短期間で急成長を遂げる企業。

スマート農業 　ロボット技術やIoT、ICT等の先端技術を活用し、超省力化や高品質生産等を可能にする新たな農業。

スマート林業
　地理空間情報やICT等の先端技術を駆使し、生産性や安全性の飛躍的な向上、需要に応じた高度な木材生産
を可能にする新たな林業。

セルロースナノファイバー（CNF）
　木材や竹等の植物繊維を、化学的、機械的に、繊維幅数nm～数十nmまで解きほぐしたもの。植物を原料とする
ため地球に優しく、鉄と比較して重さは1/5で強度は5倍と言われており、幅広い産業利用が期待される新素材。

全世代・全員活躍型生涯活躍の
まちづくり

　移住者や関係人口、地元住民など全世代の「誰もが居場所と役割を持つ」コミュニティづくり。中高年齢者の移
住に重点を置いた従前の「生涯活躍のまち（CCRC）」を含む

そぐり機
　ニラ等は出荷前に古葉や傷のある葉、はずれ葉などを除去し、決められた姿に調製（「そぐり」という）する必要
があるが、労力負担が大きく、担い手不足が深刻である。近年、半自動化する「そぐり機」が開発され、普及が進
められている。

た行

用語 解　説

多面的機能支払制度
　農業、農村の有する、国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全、良好な景観の形成等といった多面的機能
の維持・発揮を図るための地域の共同活動に係る支援を行い、地域資源の適切な保全管理を推進する制度。

地域移住サポーター
　「移住者の身近な相談役」として、移住者がスムーズに地域に溶け込み、馴染むことができるよう、地域と移住者
とのつなぎ役としての活動を行う方。

地域観光コーディネーター
　広域観光組織のステージに応じた事業展開支援（広域観光組織の機能強化や観光資源の発掘・磨き上げ、観
光商品の造成・販売、観光クラスターの形成など）を目的に配置するコーディネーター。

地域産業クラスター
　地域地域に多種多様な雇用の場を生み出すために、第一次産業や観光など、地域に根差した産業を核とし、そ
の周辺に関連産業を集積した産業群（クラスター）。

地域の観光資源を活用したプロ
モーション事業

　地域の観光資源を熟知している自治体、観光関係団体、民間企業等（交通事業者含む）が運輸局と広域かつ機
動的に連携して行う訪日プロモーション事業（旧VJ（ビジット・ジャパン事業））。
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畜産クラスター
　地域の畜産の収益性を高めるために、農家を中心に県や市町村、農協等の関係者が連携して、それぞれの責
任・役割のもとに取り組みを行うための組織。

地域計画
農業経営基盤強化促進法第19条に規定する地域農業経営基盤強化促進計画の略称。計画の対象となる区域と
その区域における農業の将来の在り方、農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標を地域の話し合いに
基づいて定めたもの。

チーム・ティンバライズ

　NPO法人team Timberizeは、「木」を新しい材料として捉え、これまでの木造の伝統や慣習にとらわれることなく
新しい可能性を模索し、新技術や木造デザインを構築することで、社会に広く「木」の新たな可能性を提案すること
を目的に設立された建築家集団による法人。2018年12月20日に高知県と国産木材の需要拡大に向けた連携協
定を締結。

チャレンジショップ
　商店街等への出店を目指し、小売業やサービス業の方などが半年～1年間お試し開業をすることができる施
設。

中核人材 　企業の後継者候補となる人材や企業の経営、事業拡大を図る際に中核的な役割を担う人材。

中山間農業複合経営拠点
　地域農業の核となる市町村農業公社等の経営体が、高収益の施設園芸や中山間地域に適した農産物の生産、
6次産業などの稼ぐ取組と、新規就農者の研修事業や庭先集荷、農作業受託などの支える取組を複合経営し、中
山間地域の農業の競争力を高め、支える仕組み。

抽だい抑制
　「抽だい」とは、花芽をつけた茎（花茎）が伸長すること。ニラでは栽培中に抽だいすると株が弱り、出荷調製時に
も花茎を取り除く必要があるが、抽だい除去労力等の負担が大きいため、産地では抽だい抑制技術の開発に取
り組んでいる。

データ駆動型農業 　データの「見える化」と分析・共有によって高い生産性と収益性を実現する農業。

デジタルマーケティング
　企業が蓄積しているアクセス履歴、顧客情報、行動履歴などのビッグデータを元に、ＡＩ等を用いてターゲットを
特定し、最適な手段でアプローチするマーケティング手法。本県関心層やＵターン候補者等に情報を届ける。

テストマーケティング
　新商品の本格的な市場参入に先立って、試験的に実市場で販売や広告宣伝活動などを行い、その反応を調
査・検証する活動のこと。

電照
　一部の作物が有する、昼夜の長さ（日長）に生育や開花が影響される特性を利用し、栽培期間中の夜間に、電
灯等を照射することで日長を操作し、生育や開花を促進または抑制する栽培法。

特定技能外国人
　H31年4月に施行された「改正出入国管理法」により、人手不足が深刻化する農業を含む14の業種で認められ
た、就労を目的とする在留資格「特定技能」で在留している外国人。一定の技能及び日本語能力基準を満たした
者が在留を許可される。

土佐あかうし
　土佐和牛のうち、褐毛和種高知系（土佐褐毛牛）の流通ブランド名。明治時代から高知県内のみで改良されてき
た貴重な品種であり、美しい褐色の毛色に、毛分けといわれる目や鼻が黒いのが特徴。程良い霜降りと赤身の美
味しさが評価されている。平成24年に地域団体商標に登録された。

土佐MBA
　土佐まるごとビジネスアカデミーの略。産業人材を育てる取り組みとして、ビジネスに関する基礎知識から応用・
実践力までを「まるごと」身に付けていただく学びの場。

土佐材パートナー企業
　県外における販路拡大に向け、土佐材の知名度向上につながる普及・PR活動を自ら積極的に行う工務店、建
築会社、設計事務所及び住宅関連企業等（登録制）。

土佐酒振興プラットフォーム

　土佐酒（清酒）の認知度の向上及びその原料となる県産の酒米の生産振興に向けた活動を推進するため、土佐
酒に新たな価値を生むための方策等を検討する産学官の連携組織。平成28年に設立され、構成メンバーは高知
県酒造組合、高知県農業協同組合、高知県中小企業団体中央会、公益社団法人高知県貿易協会、一般財団法
人高知県地産外商公社、有識者及び高知県。

土佐ジロー
　高知県原産の天然記念物土佐地鶏の雄と米国原産のロードアイランドレッドの雌を交配して生まれた卵肉兼用
の地鶏。卵は小ぶりながら濃厚な味、肉は適度な歯ごたえがあり深い味わいが特徴。平成7年に商標登録され
た。

土佐はちきん地鶏
  高知県原産の土佐九斤と大軍鶏を交配させたクキンシャモの雄と白色プリマスロックの雌から生まれた高品質
肉用鶏。ほど良い歯ごたえと脂質の少ない地鶏本来の旨さが特徴。平成18年に商標登録された。

土佐和紙総合戦略
　原材料や用具の調達難、後継者不足、需要の減少、文化の伝承など、土佐和紙の直面する様々な課題に対
し、土佐和紙の伝統産業としての振興を図るために策定した総合的な戦略。県庁をはじめ市町村や関係団体等
が一体となって取組を進めている。

特A
　日本穀物検定協会が1971年から実施している『米の食味ランキング』では、複数産地のコシヒカリのブレンド米
を基準として、産地・品種ごとに「外観」・「香り」・「味」・「粘り」・「硬さ」・「総合評価」の6項目を評価し、5段階で格付
けしている。格付けの最上位が『特A』となる。『特A』の獲得が有利販売につながるケースも多い。

特定母樹
　一般的な個体と比べ、「成長等が優れたもの」で「花粉量も概ね半分以下であるもの」として、農林水産大臣が指
定した品種。

な行
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用語 解　説

二段階移住
　移住希望者が比較的都市部の地域等へいったん、移住（滞在）しながら、そこを拠点に自分に合った地域や仕
事などを見つけ出し、さらに“二段階目”の移住をすることをいう。「田舎暮らしに憧れるが、一歩がなかなか踏み
だせない」といった移住希望者の不安解消や移住地でのミスマッチを防ぐための手法の一つ。

日本学生支援機構
　日本学生支援機構とは、主に学生向けの奨学金貸与事業を行っている独立行政法人。大学に通う学生のうち
約半数が、日本学生支援機構の奨学金の貸与（有利子・無利子）を受けている。

二枚潮
　漁場の表層と中・底層の潮の流れの向きや速さが異なる状態。二枚潮が発生すると、キンメダイやアカムツなど
の深いところに生息する魚を漁獲する漁業では、漁具を思い通りに投入できず漁獲できなくなったり、漁具が流失
する場合もある。

認定農業者
　農業経営基盤強化促進法に基づき、効率的かつ安定的な農業経営を目指して、自ら作成した5年後の目標とそ
の改善策を内容とする「農業経営改善計画」について市町村長等の認定を受けた農業者をいう。

農業経営・就農支援センター
　農業経営基盤強化促進法第11条11項の規定に基づき県が整備した組織。経営管理の合理化その他農業経営
の改善等のための指導助言や、新たに農業経営の開始や農業への就業ををしようとする者等の相談に応じ農業
経営の開始等に関する情報等の提供その他の援助を行う。

農業担い手育成センター
　高知県で就農を予定している方への基本的な栽培技術習得から、指導者などへの先進技術習得にまで対応し
た実践型研修施設。長期研修が主体であるが、体験合宿や各種講座など、多様な研修メニューがあり、長期宿泊
施設も完備している。

農水連携
農産物および水産物の販売拡大のため、販促資材の作成やフェア等の開催を連携して取組み、消費者へPRして
いる。

農地中間管理機構 　農地中間管理事業を実施する機関として県が指定した組織。（高知県では（公財）高知県農業公社）

農福連携
　障害者等の農業分野での活躍を通じて、自信や生きがいを創出し、社会参画を促すもので、「農業･農村におけ
る課題」、「福祉（障害者等）における課題」、双方の課題解決と利益（メリット）がある『Win-Win』の取組。

は行

用語 解　説

パートナー量販店
　都市圏を中心に、「高知青果フェア」の開催や、バイヤーや青果担当者の産地視察等を通じて、本県の園芸品
や環境保全型農業の取り組みのPRに協力いただいている県外の量販店。

パブリシティ活動 　本県に関する情報をメディアに提供することにより、番組等に取り上げてもらうよう働きかける活動のこと。

ハラール
イスラム法上で行って良い事や食べることが許されている食材や料理。ハラール性の確保のためには、原材料、
加工方法、包装、貯蔵、物流、陳列等関連するすべての行為、ものに関してハラールの基準に合致することが必
要。

バリアフリー観光 　車いす利用者など障害のある方や高齢者などもストレスなく楽しむことのできる観光。

ハンズオン支援
　ハンズオン（Hands-On）とは、直訳で「手を置く（触れる）」との意味。ハンズオン支援とは、専門家等が直接的に
手取り足取り指導することをいう。伴走型支援と同じ。

伴走型支援 　商工会や商工会議所などが、企業の取組みを一緒に走りながら支援すること。ハンズオン支援と同じ。

ビジネスマッチング
　中小企業やベンチャー企業、起業家の事業展開を支援するため、それらの企業等とビジネスパートナーの出会
いの場を提供し、ビジネスパートナーとの事業連携や事業提携等を図ろうとするもの。

非主食用米 　新規需要米、加工用米、政府備蓄米など、主食用米の需給に影響を及ぼさない米。

人・農地プラン
　農業者が話し合いに基づき、地域農業における中心経営体、地域における農業の将来の在り方などを明確化
し、市町村により公表するもの。

プラットフォーム機能 　様々な情報の発信や機会の提供を行うことで、交流が生まれ、ビジネスや研究などの連携を進める役割。
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ブルーライン
　サイクリング推奨ルートを明示し，分かりやすい案内を行うために路面に塗布された青色のライン。車道を走行
する自転車利用者には，左側走行の原則に対する注意を促し、自動車運転者に対しては，自転車への注意を喚
起するなどの役割を持つ。

プレカット
　木造住宅の建設において、従来、大工が手で刻んでいた木材の継手・仕口などを工場に設置された自動工作
機械で加工すること。

防災関連製品認定制度
　県内企業が開発・製造した防災関連製品を県内外のユーザーに安心して購入してもらうために、大学教授など
の有識者を審査員として、品質や安全性等の観点で審査を行い認定する制度。

ま行

用語 解　説

前処理加工
  魚類の場合では、魚類の料理や加工品の材料とするために、魚のうろこを剥ぎ、エラや内臓あるいは頭部を除
いた状態やさらに3枚におろしたり、切り身の状態に加工することをいう。下ごしらえのことをいう。

マーケットイン

　一般に、企業が生産・販売活動をする際に、市場や顧客のニーズを満たす製品であることを最優先する考え
方。これまで住宅向けの木材製品の流れは、川上から川下と表現されるようにプロダクトアウトの傾向が強かった
が、非住宅木造建築やオフィス空間の木質化に必要な木材製品は、マーケットインの考え方によるものづくりが求
められている。

学び教えあう場
　篤農家の持つ栽培技術を伝承するため、篤農家のほ場を「学び教えあう場」として位置付けし、そのほ場を活用
した現地検討会等の活動を通じ、技術の普及、産地のまとまりづくりを推進する。

みどりの食料システム戦略
　令和3年に農林水産省により策定され、持続可能な食料システムの構築に向け、中長期的な観点から、調達、
生産、加工・流通、消費の各段階の取組とカーボンニュートラル等の環境負荷軽減のイノベーションを推進するこ
とを目的とした戦略。

無形文化遺産
　条約に基づき登録された、各地域で長い時間をかけて受け継がれてきた伝統や慣習といった無形の伝統文化
遺産。社会的慣習や行事、芸能、口承で伝えられてきた表現などが主な対象とされる。

メジカ
　標準和名はマルソウダ。小型のカツオの近縁種で、最大で全長40cmほどまでにしか成長しない。土佐清水で製
造される宗田節の原料。

木質バイオマス
　バイオマスとは再生可能な生物由来の有機性資源で、樹木からなるバイオマスのことを木質バイオマスという。
樹木の木部、樹皮、葉などで、林地に残された材や製材工場の残材、建築解体木材も含む。

木質ペレット 　木材を粉砕、圧縮、成型した固形燃料で、長さは1～2cm、太さは6～12mm程度の円筒状のもの。

ものづくり総合技術展
　年1回高知市のぢばさんセンターで開催されているものづくりの展示会。県内ものづくり事業者の製品・技術の紹
介を行うほか、県外事業者を招致した商談会も行われている。

森の工場
　一団の森林を対象に、林業事業体が森林所有者と森林の管理に関する協定や受委託契約を結び、計画的・効
率的に間伐などの森林整備を実施し、収益や安定的な雇用の確保等を図りながら、持続的な林業経営を行う森
林の団地。

森のしごとコンシェルジュ
　林業の新規就業者の確保対策の一環として、就業希望者と林業事業体や小規模林業など多様なニーズに応じ
た就業相談や情報提供、相談会参加者への後追い営業などを行う専門スタッフ。

や行

用語 解　説

遊漁 　レクリエーションを目的に海や川などで水産動植物を採捕する行為のことであり、釣り、潮干狩りなどがある。

遊漁船業 　船舶により乗客を漁場に案内し、釣りなどで水産動植物を採捕させる事業のこと。

ら行

用語 解　説

ラミナ
　集成材の1つの層を構成する木材のこと。1枚のひき板の場合と、ひき板などを縦つぎ・幅はぎして一定の長さと
幅に修正接着したひき板の場合がある。
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ランドオペレーター
　旅行会社の依頼を受け、旅行先のホテルやレストラン、ガイドやバス・鉄道などの手配・予約を専門に行う会社
のこと。

リカレント講座 　社会人の再教育を目的とした講座のこと。

リモートセンシング
　対象物に触れることなく、離れたところから物体の形状や性質などを観測する技術。農業分野では、衛星やド
ローンなどに搭載されたカメラにより、作物の生育状況や病害虫の発生状況を遠隔診断する技術が実用化されて
いる。スマート農業における先進的な取り組みとして、さらなる技術開発が期待される。

履修証明プログラム
　履修証明プログラムとは、学生を対象とする学位プログラムの他に、社会人等の学生以外の者を対象とした一
定のまとまりのある学習プログラムを開設し、その修了者に対して法に基づく履修証明書（Certificate）を交付でき
る制度。

林業事業体
　森林所有者などから委託又は立木の購入等により、造林、伐採などの林業作業を行う森林組合、素材生産業
者など。世界農林業センサスでは「林業サービス事業体等」に相当する。

林業労働力確保支援センター
　林業労働力の確保の重要性から施行された「林業労働力の確保の促進に関する法律（平成8年法律第45号）」
に定められた知事が指定した団体で、林業における雇用改善、林業就業者の育成・確保対策、雇用情報の提供
相談その他の援助等を総合的な業務としている団体。

林地残材
　立木を丸太にする際に出る枝葉や梢端部分、森林外へ搬出されない間伐材等、通常は林地に放置される残
材。

林地台帳制度
　平成28年5月の森林法改正により、市町村が統一的な基準に基づき森林の土地所有者や林地の境界に関する
情報等を記載した林地台帳を作成し、公表する制度が創設され、平成31年4月から（高知県では平成30年4月か
ら）公表を開始している。

レディメイド型研修 　開催日程や訓練内容、時間帯などをあらかじめ設定して実施する企業在職者を主な対象者とした職業訓練。

レンタル畜産施設
　レンタル畜産施設等整備事業で整備した施設。県及び市町村の補助を受けて農協等が整備した施設を生産者
に貸付け。生産者は補助残額を耐用年数に応じて農協等に支払う。

6次産業化
　農業者等が自ら生産（1次産業）、加工（2次産業）、流通・販売（3次産業）に一体的に取り組み、所得の確保を目
指す、あるいは農業者等が主体的に、2次、3次産業事業者と連携して、地域ビジネスの展開や、新たな産業の創
出を図る取り組みのこと。1次×2次×3次＝6次を意味する。

わ行

用語 解　説

ワークショップ
　特定のテーマに興味・関心がある参加者たちが、互いに意見を出し合い、学び合う参加者体験型のイベント。司
会進行等の役割を担うファシリテーターが、参加者たちの発言を促したり、議論の方向性を示したりする。
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